
２　いきいきと働き地域が輝く活力あふれる大分県

①挑戦と努力が報われる農林水産業の実現
（単位：千円）

 ○水田畑地化による園芸品目への生産転換等

2,455,743 
(2,380,620)

61,628 
(55,596)

2,113,888 
(0)

28,961 
(0)

11,046 
(7,546)

13,050 
(0)

27,670 
(175,481)

農林水産業の構造改革をさらに加速させるため、水田畑地化を強力に推進し、水稲から園芸品目への生産
転換等を一層進めるとともに、計画的な経営継承を促す取組を充実させる。また、高付加価値の大分らしい
和牛肉の生産に着手するとともに、県産木材の持続的な供給に向けた苗木の生産体制整備や養殖ブリ類の周
年出荷体制の強化に取り組む。

商工業では、ポストコロナに向け、社会経済を再活性化させるための中小企業・小規模事業者への支援、
新しい働き方に対応した企業誘致、離職者の人材不足分野への再就職支援などに積極的に取り組むほか、先
端技術の活用による地域課題解決や新たな産業の育成に向けた支援を強化する。

観光誘客では、近距離圏内を観光するマイクロツーリズムや休暇をとりながら柔軟に働くワーケーション
などの新しい旅のかたちへの対応を強化する。

110

大規模な園芸産地を育成するため、市町策定の園芸団地づくり計画に
基づく取組等に対して重点的に支援する。
  ・畑地化用の農地提供者に対する協力金の交付(１０ａ当たり３万円)
　・土層改良経費への支援の拡充
　　　弾丸暗渠＋明渠　１０ａ当たり５千円→８千円
　　　集水枡　　　　　１か所当たり２万円→５万円
　【特】露地野菜への転換に向けた技術アドバイザーによる支援
  ・気象状況等の影響により水稲からの転換者の露地野菜販売額が生産
　　原価を下回った場合の次期作付費用への助成(作付開始後２作分)等

園芸振興課
大規模園芸産地形成促
進事業

111
次代へ繋ぐ園芸産地整
備事業

もうかる農業の実現に向けて高収益園芸品目の生産拡大を図るため、
認定新規就農者、親元就農者等による栽培施設の整備や後継者不在施設
を継承する際の改修等に要する経費に対し助成する。
　・栽培施設　こねぎ（国東市）、いちご（臼杵市）
　・生産基盤　白ねぎ（豊後高田市）、かんしょ（豊後大野市）
　・親元就農者向け支援の創設
　　　施設整備　補助率　２／３（県１／３　市町村１／３）
　　　資産継承　補助率　２／３（県１／３　市町村１／３）
　　　施設改修　補助率　１／２（県１／３　市町村１／６）　など

園芸振興課

112

令和５年までに白ねぎ、こねぎを合わせた産出額１００億円を実現す
るため、白ねぎの新規栽培者等の機械導入を支援するとともに、大規模
経営体による技術指導等を実施する。
　・白ねぎ栽培の開始に必要な機械の導入支援
　　　補助率　２／３（県１／３　市町村１／３）
　・大規模経営体による技術的な指導等の実施
　　（竹田、豊後大野、玖珠、九重、臼杵）　など

園芸振興課
ねぎ産出額１００億円
プロジェクト推進事業

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

令和３年度
当初予算額

令和２年度
当初予算額

109

農業の構造改革をさらに加速するため、水田の畑地化による高収益な
園芸品目への生産転換等を総合的に支援する。
　・水田畑地化目標の引上げ
　　　１,５００ha→２,０００ha（令和１０年度末）

園芸振興課
　　　　 ほか

水田畑地化・園芸品目転
換促進等関連事業

113

大野川上流地区において、大蘇ダムからの畑地かんがい用水を活用し
た野菜等の生産拡大及び農地の高度利用を図るため、給水栓の設置等を
支援する。
　・給水栓の新規設置への助成（２万円／箇所）
　【新】農地の有効利用と作付け拡大に向けた農地利用計画の策定支援
　　　　　補助率　１／２

農村整備計画
課

大野川上流地区園芸産
地強化対策事業

114

中核的担い手への農地の集積・集約化を進めるため、人・農地プラン
の実質化が完了した地域の集積・集約化計画に基づく取組等に対し支援
する。
　・計画に基づく集積・集約化への協力金の交付
　　（１０ａ当たり１万円）
　・荒廃農地の畑地化に向けた簡易整備等への助成

農地活用・集
落営農課

農地利用最適化促進事
業

115

農商工連携による農林水産物の付加価値向上を図るため、産地と県内
外の食品企業が連携した取組を支援する。
　【新】生産の省力化に向けた機械導入の検証等への助成
　　　　　補助率　１／２　など

おおいたブラ
ンド推進課

食品企業連携産地拡大
推進事業

新

新

特



199,500 
(0)

10,946,237 
(13,008,716)

＋2年度3月補正
予算計上

 ○マーケットインの商品づくりの加速

23,351 
(18,068)

29,476 
(29,938)

17,262 
(0)

30,222 
(40,277)

1,687,683 
(2,064,948)

48,213 
(47,781)

10,058 
(0)

189,209 
(169,677)

117

農業生産基盤の強化を図るため、高収益作物の導入に向けた排水対策
工事など水田の畑地化に取り組むとともに、農地中間管理機構等により
集積された農地の大区画化を実施する。

農村の防災・減災力の強化を図るため、農業用ため池の耐震化や農業
水利施設の改修等を実施する。

農村基盤整備
課

（公）農業農村整備事業

肉用牛の生産基盤を強化するため、繁殖・肥育農家の増頭の取組等を
支援する。
　・繁殖雌牛増頭時の育成費への助成（1,125頭）
　　　限度額　4.8万円/頭（成牛導入型）～10.5万円/頭（子牛導入型)
　・畜産公社肥育牛預託制度の預託原資の貸付
　　　貸付単価　80万円/頭（素牛預託）～120万円/頭（飼育管理預託)

Ｔｈｅ・おおいたブラン
ド流通販売戦略推進事業

119

県産いちご「ベリーツ」のブランド確立のため、高品質・安定生産に
向けた生産対策に取り組むとともに、規模拡大を目指す生産者の栽培管
理の作業受託システムの構築を支援する。
　・品質向上等に向けた設備導入等への助成
    　補助率　１／２（県１／３　市町村１／６）
　【新】栽培管理の作業受託システム構築に要する経費への助成
　　　　　補助率　１／２
　・百貨店、高級果実専門店等への販促活動の強化　など

おおいたブラ
ンド推進課

「ベリーツ」ブランド確
立対策事業

120

花きの流通販売体制を強化するため、経営リスク分散に向けた新品種
の導入等を支援する。
　・新しい生活様式に対応した新商品の開発支援
　・新品種（輪ギク(黄・赤等)、スプレーギクなど）の導入に要する経
　　費への助成
　　　補助率　２／３（県１／３　市町村１／３）　など

園芸振興課花き経営安定化対策事業

118

県産農林水産物の販売を促進するため、マーケットニーズに対応した
販路開拓に取り組むとともに、販売の多チャンネル化に向けて新商品の
開発等を支援する。
　【特】生産量拡大を見据えた新規市場の開拓（中京圏市場）
　【新】通信販売強化に取り組む事業者向けの研修会等の実施
　【新】県産品を活用したミールキット（食材とレシピがセットになっ
　　　　た商品）の開発支援（補助率２／３）　など

おおいたブラ
ンド推進課

125

国際化の進展に対応可能な生産性の高い酪農経営体制を構築するた
め、後継牛の能力向上や規模拡大の取組のほか、災害発生時の営農継続
を支援する。
　・高能力乳牛留保のためのゲノム育種価検査料への助成（補助率2/3)
　・性判別精液による人工授精費への助成（補助率1/2）
　・優良雌牛導入貸付金（100万円/頭　新規80頭分）
　・搾乳牛増頭時の育成費への助成（6.9万円/頭　250頭分）
　【新】非常用電源導入費への助成（補助率1/2(県1/3、市町1/6))　等

畜産技術室
酪農経営生産性向上対策
事業

畜産技術室
肉用牛生産基盤拡大支援
事業

123

おおいた和牛の認知度向上と流通拡大を図るため、量販店等に対して
戦略的なＰＲ対策を実施する。
　【特】県外店舗拡大支援（サポーターショップ、量販店）
　【特】ＰＲ大使等の起用やイベントによる情報発信　など

畜産振興課
おおいた和牛流通促進対
策事業

124

消費者の嗜好変化を反映した赤身の美味しい高付加価値の牛肉を生産
するため、生産・流通等関係者により美味しさを測る指標づくりを行う
とともに、種雄牛及び供卵牛の造成に向けた調査等を実施する。
　・大分らしい牛肉生産・流通対策委員会（仮称）の設置
　・県内血統を用いた大分らしい種雄牛の造成
　・県内の特色ある飼料を用いた肥育試験の実施　など

畜産技術室
大分らしい和牛肉生産流
通戦略事業

122

肥育・繁殖牛生産性向上
対策事業

116

水田畑地化を加速するため、高収益園芸品目の栽培に必要な暗渠排水
等の基盤整備を実施する。
　・綱井地区（国東市）　など 農村基盤整備

課
（公）水田畑地化推進
基盤整備事業

121

全国トップレベルの肉用牛産地づくりを推進するため、枝肉重量の向
上や分娩間隔の短縮などに重点を置いた肥育・繁殖技術の指導を実施す
るとともに、飼養環境の改善に向けた設備整備等を支援する。
　・肥育・繁殖プロジェクトチームによる技術指導の実施
　・飼養管理（暑熱・省力化対策）設備への助成（細霧装置等）
　　　補助率　１／２（県１／３　市町村１／６）　など

畜産技術室

新

特

新



1,770,491
(2,484,946)

＋2年度3月補正
予算計上

357,700 
(0)

86,832 
(0)

241,699 
(581,055)

＋2年度3月補正
予算計上

54,815 
(65,041)

10,598 
(0)

1,976,319 
(113,501)

 ○力強い経営体の確保・育成

31,000 
(0)

11,910 
(0)

林業再生県産材利用促進
事業

130

しいたけ生産の合理化、省力化、低コスト化を図るため、生産基盤や
生産施設の整備、原木の供給体制強化に向けた取組を支援する。
　・低コスト簡易作業路整備への助成（定額500円/ｍ）
　・高度化に向けた施設整備への助成（補助率3/4(県1/2 市町村1/4)）
　・効率化に向けた機械導入への助成（補助率1/2(県1/3 市町村1/6)）
　【新】原木供給の分業化モデルの構築支援（補助率1/2）　など

林産振興室
しいたけ増産体制整備総
合対策事業

126

人工林の伐期到来による素材生産量の増加に対応した林業・木材産業
の構造改革を推進するため、森林所有者が行う路網整備や製材業者が行
う木材加工施設整備等に要する経費に対し助成する。
　・林業専用道開設(2.3～2.7万円/m)、森林作業道開設（2,000円/m）
　・搬出間伐（42.3万円/ha）、高性能林業機械（補助率1/3）
　・木材加工施設（補助率1/2）　など

林務管理課
林産振興室
森林整備室

林業成長産業化総合対策
関連事業

127

県内の住宅需要等を喚起し、県産材消費を拡大するため、県産材を使
用した住宅等を建築する県民に対し、建築に要する経費等を支援する。
　・おおいた材住宅ポイント事業
　　　対　　象　県産乾燥材を１０ 以上使用する住宅
　　　交 付 数　３０万～５０万ポイント/棟(１ポイント＝１円換算)
　　　ポイント交換対象　県産木工家具、おおいたモデル木塀、県産農
　　　　　　　　　　　　林水産物等
　　　推 進 費　建築する工務店等に対して交付　３万～５万円/棟
　・おおいた材リフォーム支援事業
　　　対　　象　県産乾燥材を使用する住宅・店舗等
　　　対象経費　木工事、内装材利用等に要する経費
　　　補 助 率　１／２　　限 度 額　増築３９万円、内装３７万円
　・おおいたモデル木塀設置支援事業
　　　対　　象　「おおいたモデル木塀(県産材使用)」を設置する住宅
　　　　　　　　・店舗等
　　　補 助 率　１／２　　限 度 額　住宅３０万円、店舗等６０万円

林産振興室木材消費拡大対策事業

133

移住後速やかな就農や兼業での就農を希望する者など、多様な担い手
を確保・育成するため、リース方式の圃場を整備する。
　・整備内容　　簡易ハウス（５０ａ）、畑地かん水設備（５０ａ）
　　　　　　　　共用機械選荷場等
　・リース期間　最長３年間

新規就業・経
営体支援課

農業活性化・スタート
アップ圃場設置事業

134

高齢農家等の経営継承を促進するため、継承に関する相談窓口を設置
し、意識啓発研修や専門家の派遣等を実施する。
　・計画的な経営継承のための研修会の開催（８回）
　・経営継承コーディネーターの設置
　・中小企業診断士等専門家の派遣による継承計画の策定支援　など

新規就業・経
営体支援課

農業経営継承・発展支援
事業

131

ブリ類養殖業の周年出荷体制の強化を図るため、４～６月の出荷端境
期における安定出荷に向け、人工種苗を用いた試験養殖等を実施する。
　・出荷時期が調整可能な人工種苗の試験養殖の実施
　・品質強化技術の調査・研究
　・養殖業成長戦略の策定

水産振興課
ブリ類養殖業生産体制強
化推進事業

132

放流用種苗生産施設の生産性向上を図るため、老朽化した種苗生産施
設（大分県漁業公社国東事業場）の建替えを行う。
　・実施内容　生産棟（Ａ棟）、機械電気棟、管理棟等の建設工事
　・完成予定　令和４年度

水産振興課種苗生産施設整備事業

128

県産材の持続的な供給体制を強化するため、早生樹の苗木生産に向け
た採穂園を整備するとともに、苗木の増産に要する施設整備等を支援す
る。
　・早生樹（コウヨウザン）の苗木生産のための採穂園の整備
　　（県営山香採穂園）
　・コンテナ苗生産施設の整備への助成（補助率2/3(国1/2 県1/6)）
　・保育間伐等の施業に要する経費への助成
　　　保育間伐（除伐）　１４.６万円/ha
　　　人工造林　　　　　６３.６万円/ha
　　　下刈り　　　　　　１７.２万円/ha　など

森林整備室
苗木増産・再造林支援事
業

129

県産材の需要拡大と製材加工の低コスト化を図るため、木材の加工流
通施設の整備等を支援するとともに、大径材の利用促進の取組等を実施
する。
　・製材所等が実施する労働環境改善への助成
　　　補助率　１／２（県１／４　市町村１／４）
　【特】大径材を利用したビジネスモデルの構築
　【特】米国での大径材製品の販売拠点整備への支援(補助率１／２)等

林産振興室

新

特

新

特

特



8,353 
(0)

777,607 
(767,699)

63,776 
(0)

100,000 
(0)

＋2年度3月補正
予算計上

44,243 
(44,286)

26,251 
(10,595)

 ○元気で豊かな農山漁村づくり

1,873,256 
(2,134,973)

792,875 
(791,987)

168,024 
(118,676)

142

143

森林経営管理制度の円滑な実施を図るため、市町村の森林管理体制の
構築を支援する。
　・県が保有する森林計画図等の情報更新と市町村への提供
　・航空レーザー測量による森林資源情報の精度向上
　【新】森林情報を一元管理する森林クラウドシステムの構築　など

林務管理課
市町村森林管理体制整備
支援事業

鳥獣被害総合対策事業

野生鳥獣による農林作物被害の軽減を図るため、集落全体で行う予防
対策、捕獲対策、狩猟者確保対策を総合的に支援する。
　・有害捕獲専従者に対する狩猟税の不徴収
　・捕獲報償金額　シカ　猟期内　　　　　　　　　　11,000円/頭
　　　　　　　　　　　  (ｼﾞﾋﾞｴ処理施設への直接持込13,000円/頭)
　　　　　　　　　　　　猟期外　　　　　　　　　　10,000円/頭
　【新】アライグマ被害防止のための防護柵設置等支援の対象拡大
　　　　　受益戸数要件　３戸以上→１戸以上　など

森との共生推
進室

意欲ある漁業の担い手を確保・育成するため、漁業学校の研修生や新
規就業者に対し給付金を交付するとともに、独立経営を開始する漁船漁
業者の初期投資費用に対し助成する。
　・給付金の交付（対象者　50歳未満）
　　　独立・雇用準備型　150万円/年　1年間
　　　独立経営開始型　　150万円/年　1年間
　　　親 元 準 備 型　　150万円/年　1年間
      親元経営開始型　　100万円/年　1年間
　【特】漁業学校で研修を修了し独立経営を開始する漁船漁業者等の船
　　　　舶の購入に要する経費への助成
　　　　　補助率　2/3（県1/3　市町村1/3）　など

140 水産振興課漁業担い手総合対策事業

141

高齢化や人口減少が著しい中山間地域の多面的機能の維持保全や棚田
地域の持続的発展等を図るため、中山間地域等直接支払交付金制度を活
用し、集落ぐるみの農業生産活動等を支援する。
　・第５期対策　令和２～６年度

地域農業振興
課

中山間地域等直接支払事
業

137

肉用牛繁殖経営体の確保を図るため、新規参入者や親元就農者の初期
投資費用に対し助成するとともに、ヘルパー組織の利用による作業外部
化の促進等を実施する。
　・畜舎新築・改修への助成
　　　独立就農者　補助率　３／４（県３／８　市町３／８）
　　　親元就農者　補助率　２／３（県１／３　市町１／３）
　　　　　（要件　技術継承のための農場作業管理マニュアルの作成）
　・繁殖牛導入への助成
　　　独立就農者　補助率　３／４（県３／８　市町３／８）
　・省力化機器の導入への助成
　　　　　　　　　補助率　２／３（県１／３　市町１／３）　など

畜産技術室
肉用牛担い手確保総合対
策事業

138

畜産経営体の地域内連携により収益力向上を図るため、畜産クラス
ター計画に基づく畜舎等の整備に対し助成する。
　・補 助 率　１／２
　・整備内容　育成乾乳牛舎等（１か所　３０頭分）

畜産技術室酪農基盤対策事業

139

林業経営等を担う人材を確保・育成するため、(公財)森林ネットおお
いたが行う｢おおいた林業アカデミー｣や、林業事業体が行うＯＪＴ研修
の経費に対し助成するとともに、研修生に対し給付金を交付する。
　・緑の青年就業準備給付金　(国)137.5万円/年(45歳未満)
　・中高年移住就業給付金　　(県)　100万円/年(45歳以上55歳未満)
　・造林ＯＪＴ型研修への助成（補助率1/2）　など

林務管理課
林業新規参入者総合支援
事業

136

就農意欲の喚起と就農後の定着等を図るため、就農時５０歳未満の就
農者に対し給付金を交付する。
　・独立･雇用準備型(国)150万円/年 最長2年間(1,200時間以上の研修)
　・独立経営開始型 (国)150万円/年 最長5年間
　・親 元 準 備 型 (県)150万円/年     1年間(1,200時間以上の研修)
　・親元経営開始型 (県)100万円/年 最長2年間(準備型給付期間含む)

就農時５０歳以上５５歳未満の県外からの移住就農予定者に対し給付
金を交付する。
　・移住就農準備給付金の交付　100万円/年　最長2年間

新規就業・経
営体支援課

農業次世代人材投資事業

135

地域農業を牽引するリーダー的農家の育成を通じて本県農業の発展を
図るため、意欲ある若手農家等の生産力・販売力強化の取組を支援す
る。
　・補助要件　３農業経営体以上のグループ（うち１名が４０代以下）
　　　　　　　が策定する異業種と連携したプロジェクト
　　　　　　　（３年間で販売額１.２倍以上）
　・補 助 率　３／４
　・限 度 額　３００万円

新規就業・経
営体支援課

次世代農業プロジェクト
支援事業

新

特

新



35,308 
(81,346)

②活力と変革を創出する産業の振興
（単位：千円）

1,294,879 
(1,092,897)

17,541
(17,541)

54,052
(40,725)

84,404
(84,404)

16,229
(12,300)

16,446
(0)

171,504
(0)

58,722
(0)

民間におけるデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の取組を下
支えするため、ビッグデータ等の利活用に向けた連携基盤を整備すると
ともに、データを利活用できる人材を育成する。
　・ビッグデータや自治体のオープンデータ等を集積、利活用するため
　　の連携基盤の構築
　・小・中学生を対象としたプログラミング教室の開催
　・高校生等を対象としたアイデアソンの実施　など

先端技術挑戦
室

おおいたＤＸ推進事業152

149

宇宙への興味・関心を喚起し、県内企業の宇宙関連産業への挑戦機運
を醸成するため、本県で開催される「宇宙技術および科学の国際シンポ
ジウム（ＩＳＴＳ）」に合わせ、関連イベントを実施する。
　・開催予定日　令和４年２月２６日（土）～３月４日（金）
　・会　　　場　別府ビーコンプラザ等
　・主な内容　　宇宙飛行士による講演会、ｽﾍﾟｰｽﾎﾟｰﾄ関連講演会　等

新産業振興室
ＩＳＴＳプロジェクト
推進事業

150

衛星データの活用による地域課題の解決を図るため、事業化に向けた
検討や実証化への伴走型支援を行う。
　・活用例の紹介等を行うセミナーの開催
　・基礎知識の習得や事業検討ワークショップを行う講座の開催
  ・新事業の創出と国実証事業採択に向けた伴走型支援（２件）　など

新産業振興室
衛星データ活用推進事
業

151

大分空港を水平型宇宙港として活用するため、宇宙港の運用方法や経
済循環の創出に関する調査等を実施するほか、隣接地に整備する展望エ
リアの設計を行う。 先端技術挑戦

室
スペースポート推進事
業

148

市場の成長が期待される小型無人機（ドローン）分野の産業集積を加
速するとともに、ドローン活用による地域課題の解決を促進するため、
研究開発や販路開拓等の取組を支援する。
　・大分県ドローン協議会の取組
　　　研究開発支援補助　補助率　２／３　　限度額　５００万円
　　　社会実装促進補助　補助率　１／２　　限度額　１５０万円
　　　【特】測量点検分科会等による共同実証実験、展示会出展
　・ドローン宅配等の実用化に向けた実証実験（３件）
　・ドローンサービス提供者と利用者をマッチングする事業者（ドロー
　　ンビジネスプラットフォーマー）の運営に要する経費への助成
　　　補助率　２／３　　限度額　１，５００万円　など

新産業振興室ドローン産業振興事業

147

市場の成長が期待されるエネルギー産業を育成するため、本県の強み
を活かしたエネルギー関連の研究開発等を支援する。
　・大分県エネルギー産業企業会の取組
　　　【特】水素透過金属膜を活用した水素サプライチェーンの実証
　　　水素関連分野への研究開発支援補助
　　　　補助率　２／３　　限度額　１，５００万円　など

新産業振興室
エネルギー関連産業成
長促進事業

144

健全で活力ある森林を育て、次の世代に引き継ぐことの大切さを伝え
るため、令和４年度に本県で開催される第４５回全国育樹祭に向けた準
備を実施する。
　・実施計画等の策定
　・大会ＰＲの強化　など

全国育樹祭推
進室

全国育樹祭開催準備事業

146

本県の基幹産業である中小製造業の生産性向上による競争力強化を図
るため、ものづくり分野におけるＩｏＴ化、デジタル技術活用の取組を
支援する。
　・出張説明会、課題共有セミナー等の開催
　・ＩｏＴ化計画の策定支援
　【特】３次元デジタル技術活用セミナーの開催
　・ＩｏＴ化に向けた設備投資への助成
　　　補助率　１／２　　限度額　２５０万円

工業振興課

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

令和３年度
当初予算額

令和２年度
当初予算額

145
先端技術への挑戦関連事
業

地域課題を解決し、県内中小企業による新たな産業のフロンティアを
切り開くために、ＡＩ、ロボット、ドローン等の先端技術に挑戦し、活
用する。
　・５０事業

商工観光労働
部ほか５部局

ものづくり中小企業Ｉ
ｏＴ化推進事業

特

特

特



17,036 
(82,271)

42,165 
(5,402)

190,100 
(160,602)

74,000 
(39,000)

9,409 
(0)

4,653 
(0)

81,872 
(0)

10,282
(0)

1,415,859 
(2,205,922)

企業立地推進
課

企業立地促進事業

156

介護従事者の負担を軽減し離職防止を図るため、ＩＣＴ化やノーリフ
ティングケア（抱え上げない介護）等により働きやすい職場環境の整備
を行う事業所を支援する。
　・介護現場において書類作成業務等を行うＩＣＴ機器導入への助成
　　　補助率　１／２
　　　限度額　職員数　１～１０名　１００万円
　　　　　　　　　　１１～２０名　１６０万円
　　　　　　　　　　２１～３０名　２００万円
　　　　　　　　　　３１名～　　　２６０万円
  ・介護ロボット導入への助成
　　　補助率　１／２
　　　限度額　移乗支援・入浴支援　　　１００万円
　　　　　　　移乗支援・入浴支援以外　　３０万円　など

高齢者福祉課
（一部再掲）介護労働
環境改善事業

153

農業分野における生産性向上を図るため、スマート農業技術の実証等
を行う。
　・スマート農業普及拡大事業（10,381千円）
　　　【新】労力軽減に向けた自動収穫ロボットの実証（ピーマン)等
　・高生産性水田農業強化対策事業（一部）（4,837千円）
　　　【特】スマート技術の導入に意欲的な生産者による研究会設置等
　・魅力ある農業実践教育推進事業（一部）（1,818千円）
　　　ドローン研修体制の構築等

地域農業振興
課
農地活用・集
落営農課
新規就業・経
営体支援課

スマート農業普及拡大
事業等

154

肉用牛の生産性向上及び担い手の確保を図るため、繁殖管理システム
の機能強化等を支援する。
　【新】肉用牛繁殖情報デジタル化推進事業（37,163千円）
　　　繁殖管理システムによる子牛の出生届等の電子申請化等
　・肉用牛担い手確保総合対策事業（一部）（1,668千円）
　　　分娩監視システム・放牧個体管理センサー等のセンシング機器導
　　　入への助成
　・肥育・繁殖牛生産性向上対策事業（一部）（3,334千円）
　　　事故率低減に寄与する監視システム導入への助成

160

小・中学校での主体的・対話的で深い学びを推進するため、授業のイ
ノベーションを促すフロンティア校においてＩＣＴ活用による授業改善
等を実施するとともに、中山間地域等における遠隔教育の実証を行う。
　・個別最適化された学びのためのデジタル教科書、ＡＩドリルの導入

義務教育課
未来を創るＧＩＧＡス
クール推進事業（一
部）

159

これからの時代を担う高校生に必要な確かな学力の育成とグローバル
教育及びＳＴＥＡＭ教育を推進するため、英語４技能育成システムを構
築するとともに、先端技術を活用したＥｄＴｅｃｈ教材を導入する。
　・個別最適化された学びのためのデジタル教科書、ＡＩドリルの導入
　・ＳＴＥＡＭ教育のための学習用教材の導入

高校教育課
未来へつなぐ学び推進
事業（一部）

157 医療政策課

身近に医療機関がないへき地に暮らす県民の受診機会を確保するた
め、津久見市無垢島で地元医師会等と連携してオンライン診療の体制構
築に向けた実証に取り組む。（再掲）へき地オンラ

イン診療体制構築事業

158

自然災害が頻発・激甚化する中、県防災のさらなる高度化を図るた
め、ＡＩやドローン等の先端技術の活用に取り組む。
　・防災・減災のための情報活用プラットフォーム「ＥＤｉＳＯＮ」と
　　連携した災害時のドローン映像の活用

防災対策企画
課

（一部再掲）防災テク
ノロジー活用推進事業

畜産振興課
畜産技術室

（一部再掲）肉用牛繁
殖情報デジタル化推進
事業等

155

林業分野における生産性向上を図るため、ドローンの導入等を支援す
る。
　・林業事業体強化推進事業（一部）（15,000千円）
　　　苗木運搬用ドローン導入への助成等
　・市町村森林管理体制整備支援事業（一部）（166,529千円）
　　　【新】森林情報を一元管理する森林クラウドシステムの構築等
　・林業新規参入者総合支援事業（一部）（8,571千円）
　　　ＶＲシミュレータを活用した高性能林業機械操作研修の実施等

林務管理課
（一部再掲）林業事業
体強化推進事業等

161

戦略的・効果的な企業誘致を推進するため、誘致企業の設備投資及び
雇用創出の一部に対し助成する。

　〔債務負担行為　４９０，０００千円〕

特

特

特

特

新



86,088,376 
(34,459,483)

200,000 
(0)

1,334,645 
(1,347,853)

23,216 
(0)

154,866 
(145,647)

19,344 
(0)

8,000 
(0)

53,143 
(0)

28,840 
(0)

県産品取扱店等と連携し
た販売促進事業

168

164

小規模事業者の経営力強化を図るため、商工会・商工会議所が行う経
営改善普及事業に要する経費及び商工会連合会が行う商工会指導事業に
要する経費に対し助成する。
　・各商工会議所間での人事交流の実施　など

商工観光労働
企画課

小規模事業支援事業

167

地域商業の持続的発展を図るため、次代を担うまちづくり人材を育成
するほか、地域コミュニティ機能の活性化に連携して取り組む中小商業
者等に対し助成する。
　・地域課題解決に向けた勉強会の開催（７回）
　・地域コミュニティ機能の活性化に要する経費への助成
　　　補助率　２／３（県１／３　市町村１／３）

商業・サービ
ス業振興課

166

162

170

在宅勤務等の新しい働き方に対応した企業誘致を推進するため、民間
事業者が行うサテライトオフィス整備を支援する市町村や首都圏等から
の社員の移住を伴うリモートワークを推進する事業者に対し助成する。
　・民間事業者のサテライトオフィス整備を支援する市町村への助成
　　　補 助 率　１／２
　　　限 度 額　５００万円
　・社員の移住を伴うリモートワークを推進する民間事業者への助成
　　　対象経費　自宅から本社までの出張経費
　　　限 度 額　３万２千円／回

企業立地推進
課

リモートワーク誘致推進
事業

地域商業・まちづくり推
進事業

経営創造・金
融課

（再掲）おおいたスター
トアップ支援事業

163

新型コロナウイルス感染症や豪雨災害等の影響により過大な負債を抱
える企業のうち、今後の再活性化を目指す企業を支援するため、資本性
資金の供給等を行う中小企業再生ファンドに出資する。 経営創造・金

融課
事業再生支援事業

クリエイティブ活用推進
事業

　県外での県産品の販売を促進するため、おんせん県おおいた応援店の
登録店舗拡大と公式オンラインショップの利用促進に取り組む。
　・応援店でのテスト販売の実施及び取扱品目の拡充
　・応援店連携販促フェアの開催（東京、大阪、福岡）
　・応援店や販促活動を通じた公式オンラインショップの情報発信

商業・サービ
ス業振興課

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小企業等の資金繰りや再
活性化を支援するため、制度資金の新規融資枠を１，０００億円に増額
し、必要となる貸付原資を預託する。
　【新】新型コロナウイルス感染症の影響によりセーフティネット保証
　　　　等の認定を取得し、経営改善等に取り組む事業者向け資金の創
　　　　設（１００億円）
　　　　　融資利率　１．３％　　　　　　保証料率　０．００％
　【新】借換えにより経営改善や事業再生を目指す事業者向け長期資金
　　　　の創設（１００億円）
　　　　　融資利率　１．８～２．２％　　保証料率　０．１５％
　【新】事業の再活性化を目指し資金繰りの改善が必要な事業者向けの
　　　　満期一括による返済が可能な短期資金の創設（１００億円）
　　　　　融資利率　１．８％　　　　　　保証料率　０．１５％
 
　〔債務負担行為　２，０１１，５６１千円〕

169

県内中小事業者が製造する加工食品の輸出を促進するため、ファース
トステップ支援など海外展開の段階に応じた取組を支援する。
　・海外向けＥＣサイトを活用したプロモーションの実施
　・オンライン商談会用販促動画制作や市場調査等への支援
　　　補助率　１／２　　限度額　５０万円
　・海外バイヤー（米国、台湾など）を招聘した販路開拓支援
　・貿易アドバイザーによる商談成約に向けたサポート　など

商業・サービ
ス業振興課

県産加工食品海外展開サ
ポート事業

中小企業金融対策費

165

地場企業のクリエイティブ人材を活用した商品・サービス高付加価値
化を図るため、中小企業向け個別相談会等を開催するとともに、県内ク
リエイターの高度化支援等を実施する。
　・中小企業向けのクリエイティブ活用セミナーの開催（６回）
　・高度クリエイティブ人材育成に向けた専門家による伴走支援
　・おおいたクリエイティブ実践カレッジの開催

経営創造・金
融課

創業の裾野拡大やベンチャー企業の創出・育成を図るため、おおいた
スタートアップセンターを中心として、創業者の成長志向に応じた指導
やフォローアップ等を行う。
　【特】地域での創業等を支援する伴走支援者の育成
　【特】県外販路開拓等の専門家の派遣による成長志向起業家への支援
　・国のわくわく地方生活実現パッケージを活用した起業支援（地域課
　　題解決型起業支援補助）
　　　補助率 １／２(国１／４　県１／４)　　限度額 ２００万円　等

経営創造・金
融課

特

特

特

特

新

特



12,571 
(0)

③地域が輝くツーリズムの推進と観光産業の振興
（単位：千円）

103,163 
(97,899)

30,367 
(0)

188,717 
(103,717)

147,464 
(147,817)

④海外戦略の推進
（単位：千円）

18,775 
(23,624)

40,510 
(28,800)

177

176

ニーズが高まりつつあるワーケーションを促進するため、周辺の観光
施設等と連携したプランを造成する県内宿泊事業者の通信環境整備等を
支援する。
　・通信環境整備費への助成（補助率２／３）
　・備品購入費への助成　　（補助率１／２）
　※１施設当たり上限１００万円

観光政策課

修学意欲が旺盛で優秀な留学生の経済的負担を軽減するため、奨学金
を給付するほか、県内就職を目指す留学生を支援するため、新たな奨学
金制度を創設する。
　・私費外国人留学生奨学金（給付型）
　　　対象　学業・人物優秀な大学生等　　給付額 ３万円/月(８０人)
　【特】私費外国人留学生県内定着奨学金（貸与型）の創設
　　　対象　県内就職希望の大学３年生等　貸与額 ３万円/月(３０人)
　　　　（卒業後、就労可能な在留資格に変更し県内企業に就職した場
          合等は償還免除）

国際政策課

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

令和３年度
当初予算額

令和２年度
当初予算額

ＡＳＥＡＮ諸国等の成長を取り込み本県産業の活性化を図るため、新
型コロナウイルス感染症の動向を見極めつつ、海外戦略に基づくター
ゲット国・地域ごとにプロモーション等を実施する。
　・上海、タイにおけるプロモーションの実施
　・過去のプロモーション開催地での大分フェアの開催
    （台湾、香港）　など

国際政策課海外戦略推進事業

外国人留学生支援事業

宿泊施設ワーケーション
環境整備支援事業

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

令和３年度
当初予算額

令和２年度
当初予算額

175

新型コロナウイルス感染症収束後に外国人観光客を呼び戻すため、富
裕層やリピーターをターゲットにしたプロモーションなど、国・地域ご
とのニーズに応じた情報発信や誘客対策を行う。
　【特】中国の旅行会社に対する招請ツアー等の実施
　・誘客アドバイザーの設置及び商談会への参加、九州各県連携による
　　プロモーションの実施（欧米・大洋州）
　・ＳＮＳ等による情報発信　など

観光誘致促進
室

インバウンド推進事業

172

旅行需要が多様化する中、国内旅行者の誘客を促進するため、富裕層
が多い首都圏やリピーター確保につながる近隣県等をターゲットとし、
それぞれのニーズに応じてＳＮＳ等での情報発信や誘客対策を行う。
　・九州・中四国　アウトドア観光のプロモーションによる誘客
　　　　　　　　　（マイクロツーリズム対策)
　・関西・中部　　オンライン旅行会社と連携したターゲティング広告
　　　　　　　　　による誘客（若年者対策）
　・東日本　　　　会員制福利厚生事業者と連携した観光プランの情報
　　　　　　　　　発信による誘客（ワーケーション対策）　など

観光誘致促進
室

国内誘客総合推進事業

174

「おんせん県おおいた」のさらなるブランド力向上を図るため、多彩
な魅力をＰＲする動画を制作・配信するほか、新型コロナウイルス感染
症に関する情報を内容に応じ最適な媒体を活用して効果的に発信する。
　・県外向けＰＲ動画の制作・配信
　・首都圏、関西圏等を中心としたパブリシティ活動
  【新】新型コロナウイルス感染症に関する効果的な情報発信　など

広報広聴課
おおいたブランド戦略強
化事業

173

171

感染症拡大の影響による離職者の再就職支援を強化するため、大分労
働局等と連携し、人材が不足している分野への転職等を支援する。
　・人材不足分野への転職支援を行う再就職支援コーディネーターの配
　　置（１名）
　・転職促進セミナーの開催（４分野×２回）
　・合同企業説明会の開催（４回）

雇用労働政策
課

新型コロナ対応離職者再
就職支援事業

特

特



44,063 
(40,726)

⑤いきいきと、多様な働き方ができる環境づくり
（単位：千円）

142,336 
(135,568)

51,555 
(51,927)

24,120 
(0)

30,012 
(27,646)

118,849 
(122,389)

154,866 
(145,647)

23,457 
(21,000)

3,711 
(3,450)

185

多文化共生社会を推進し外国人材から選ばれる大分県を実現するた
め、外国人が日常生活や社会生活を円滑に営み、安全に安心して暮らす
ことのできる受入環境を整備する。
　・外国人総合相談センターの運営
　・日本語教室ネットワーク会議の開催
　【特】日本語教室ボランティアの養成等を行うコーディネーター配置
　・災害時における外国人支援人材育成セミナーの開催　など

国際政策課外国人受入環境整備事業

186

多文化共生社会を実現するため、外国人に対して「迅速に、正確に、
簡潔に」情報を伝える「やさしい日本語」に関する学習会や講座をモデ
ル地区（別府市、中津市）を中心に開催する。
　・地域住民向け指導者育成講座の開催（６回）
　・実践活動に繋げるワークショップ等の開催（６回）　など

社会教育課
外国人とのコミュニケー
ション拡大事業

184

創業の裾野拡大やベンチャー企業の創出・育成を図るため、おおいた
スタートアップセンターを中心として、創業者の成長志向に応じた指導
やフォローアップ等を行う。
　【特】地域での創業等を支援する伴走支援者の育成
　【特】県外販路開拓等の専門家の派遣による成長志向起業家への支援
　・国のわくわく地方生活実現パッケージを活用した起業支援（地域課
　　題解決型起業支援補助）
　　　補助率 １／２(国１／４　県１／４)　　限度額 ２００万円　等

経営創造・金
融課

183

本県への移住を促進するため、県外からの移住者を対象に住宅の新築
費用等を支援する市町村に対し助成する。
　・新築　　　　　　　限度額　１３０万円(県１／２　市町村１／２)
　・購入　　　　　　　限度額　１３５万円(県１／２　市町村１／２)
　・空き家改修等　　　限度額　１４５万円(県１／２　市町村１／２)
　・店舗等開設　　　　限度額　１００万円(県１／２　市町村１／２)
　・賃貸(引越費用等)　限度額　　５５万円(県１／２　市町村１／２)

本県に移住し県内中小企業に就業又は起業した場合等には、上記限度
額を５０万円引上げる。(対象者:県が設置するマッチングサイト活用に
よる就業者及び地域課題解決型起業支援補助金の活用による起業者等)

おおいた創生
推進課

（再掲）移住者居住支援
事業

（再掲）おおいたスター
トアップ支援事業

181

求人が堅調なＩＴ分野への就職・転職による移住を促進するため、ｄ
ｏｔ.等を活用したイベントを開催するとともに、ＩＴ技術の取得講座
等を実施する。
　・ＩＴ企業と移住希望者のマッチングイベントの開催
　　（東京、大阪、福岡）
　・ＩＴ技術スクールの実施（定員５０人）　など

（再掲）スキルアップ移
住推進事業

おおいた創生
推進課

182

本県への移住就農を促進するため、移住就農希望者へのプッシュ型の
情報発信や就農相談会、就農研修等を実施する。
　【特】ＳＮＳを活用したプッシュ型情報発信の実施
　・自営就農・雇用就農相談会、体験研修等の開催　など

新規就業・経
営体支援課

（再掲）ＵＩＪターン就
農者拡大対策事業

180

福岡在住の若年者のＵＩＪターンを促進するため、福岡市中心部の拠
点施設「ｄｏｔ.（ドット）」を活用し、参加者のＵＩＪに対する意識
や関心レベルに応じて県内企業の情報発信を行うイベント等を実施す
る。
　・学生・ＵＩＪターン就職希望者向け就職イベントの実施　など

雇用労働政策
課

（再掲）県外若年者ＵＩ
Ｊターン推進事業

179

コロナ禍における地方移住への関心の高まりを実際の移住に繋げるた
め、移住情報のデジタル化等を促進するほか、移住体験施設の充実を図
る市町村を支援する。
　【特】移住希望者向けパンフレット等のデジタル化
　【特】オンラインによる移住セミナーや体験ツアーの実施
  【特】お試し移住施設の改修等への助成
          購入・改修等   補助率 １／２ 限度額 ５００万円／施設
　　　　　宿泊施設等利用 補助率 １／２ 限度額 ３６万円／地域
　　　　　Ｗｉ-Ｆｉ整備  補助率 １／２ 限度額 ５万円／施設　など

おおいた創生
推進課

（再掲）ふるさと大分Ｕ
ＩＪターン推進事業

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

令和３年度
当初予算額

令和２年度
当初予算額

178

海外の市場を取り込み農林水産業者の所得向上を図るため、ブランド
おおいた輸出促進協議会等が行う輸出拡大の取組を支援する。
　【特】感染症収束後の輸出拡大に向けたフェアの開催
　【特】現地商社等と連携した新規国の開拓及び新規商流の構築　など

おおいたブラ
ンド推進課

農林水産物輸出需要開拓
事業

特



32,779 
(32,984)

⑥女性が輝く社会づくりの推進
（単位：千円）

27,324 
(18,720)

48,421 
(49,651)

17,603 
(43,471)

27,919 
(26,976)

78,999 
(39,741)

672,189 
(786,283)

23,971 
(18,963)

194

地域全体で子どもの成長と子育て家庭を応援するため、イクボス宣言
企業や子育て応援店を拡大するほか、男性の子育て力向上セミナー等を
開催する。
　【特】企業経営者等を対象にしたイクボスセミナーの開催
　【特】子育て家庭に特典の提供等を行う子育て応援店の登録拡大
　【特】男性の子育て力向上セミナーの開催　など

こども未来課
（再掲）おおいた子育て
応援スクラム事業

191

建設産業における女性の活躍を推進するため、経営者向けトップセミ
ナーを開催するほか、ドローンによる測量や積算・コスト管理、情報発
信力等を取得するスキルアップセミナー等を開催する。
　・経営者向けトップセミナーの開催（３回）
　・スキルアップセミナーの開催（４コース×６回）
　・ＩＣＴ機器等導入への助成
　　　補助率　１／２　　限度額　５０万円　など

土木建築企画
課

建設産業女性活躍推進事
業

193

保育を必要とする家庭の経済的負担を軽減するため、第２子以降の３
歳未満児の保育料を全額免除する市町村に対し助成する。
　・対　象　認可保育所、認定こども園、認可外保育施設　など

こども未来課
（再掲）大分にこにこ保
育支援事業

192

教員が産休・育休を取得しやすい環境を整備するため、代替教員を早
期配置し、ゆとりある引継期間を確保する。
　・休暇・休業期間に入る１～４か月前の代替教員配置
 　  【特】配置対象の拡充　小･中学校教員→小･中･高校及び養護教員

教育人事課
教員の産休・育休取得促
進事業

187

高齢化の進展等による福祉・介護ニーズの増大に伴う介護人材不足に
対応し、質の高い外国人介護人材を確保するため、関係機関と連携して
外国人介護人材の受入体制の整備等に取り組む。
　【新】外国人介護人材の新規雇用に要する経費への助成
　　　　　渡航費、入国手数料等　補助率　１／２
　　　　　　　　　　　　　　　　限度額　１３万円
　　　　　入国後２週間の宿泊費　補助率　１０／１０
　　　　　　　　　　　　　　　　限度額　１４万円
　・外国人介護人材を対象とした集合研修の実施　など

高齢者福祉課
（再掲）外国人介護人材
確保対策事業

189

多様で柔軟な働き方の推進により、女性の就業機会の創出や企業の人
材不足解消を図るため、自営型テレワークに関する支援や、職業訓練等
を実施する。
　・自営型テレワーカー養成講座(経験者向け)の開催
　・自営型テレワーカー活用に前向きな企業に対する支援
　・再就職セミナー、マッチングイベント、キャリアコンサルタントに
　　よる支援の一体的実施
　・託児付き職業訓練の実施（８コース）　など

雇用労働政策
課

女性のスキルアップ総合
支援事業

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

令和３年度
当初予算額

令和２年度
当初予算額

188

女性が活躍でき、男女が共に働きやすい社会の実現を図るため、経済
団体と連携し、働く女性等のニーズに対応した支援を行うほか、企業、
女性、家庭の意識改革を促すセミナー等を実施する。
　・企業支援　【特】女性の視点を活かした社内プロジェクトへの支援
　・家庭支援　【特】男性の家事力ＵＰ推進セミナーの開催
　　　      　【特】結婚予定の男女向け家事手帳の作成
　・女性支援　キャリア形成セミナーの開催（２講座）　など

県民生活・男
女共同参画課

女性が輝くおおいたづく
り推進事業

190

女性就農者を確保するため、県内各地で活躍する女性農業者の情報発
信や就農に関心を持つ女性向けセミナー等を開催するとともに、女性が
働きやすい環境づくりに取り組む経営体を支援する。
　・女性就農希望者向け研修の開催支援
　・更衣室等の整備費への助成
　　　補助率　１／２(県１／４　市町村１／４）　など

新規就業・経
営体支援課

女性就農者確保対策事業



⑦活力みなぎる地域づくりの推進
（単位：千円）

500,000 
(500,000)

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

令和３年度
当初予算額

令和２年度
当初予算額

195

地域活力の維持・発展を図るため、地域住民等が行う魅力ある地域づ
くりや特色ある取組を支援する。
　・チャレンジ枠　補助率　３／４以内　　限度額　２００万円
　・地域創生枠　　補助率　１／３～１／２以内
　　　　　　　　　限度額　３，０００万円（特認５，０００万円）
　　　　　　　　　支援期間　最長３年
　・地域活力拠点創出枠
　　　　　　　　　補助率　２／３以内　　限度額　３，０００万円

おおいた創生
推進課

地域活力づくり総合補助
金


